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再被害防止への配慮が必要とされる事案における逮捕状の請求等について

先般、神奈川県内において、ストーカー行為に端を発し、被疑者が以前交際してい

た女性を殺害する事件が発生した。この被疑者は、過去に被害者に対する脅迫事件の

被疑者として逮捕されていたが、捜査員が被疑者に逮捕状を示す際に、逮捕状に記載

された被害者の結婚後の氏名や自宅住所を読み上げたこと等から、これをきっかけに

当該被疑者が被害者の住所等を特定することにつながったのではないかとの報道がな

されたところである。

刑事手続においては、逮捕状により被疑者を逮捕するには、被疑事実の要旨を記載

した逮捕状を被疑者に示さなければならず（刑事訴訟法第200条第１項、第201条第１

項）、また、被疑者を逮捕したときは、直ちに犯罪事実の要旨を告げるなどしなけれ

ばならない（同法第203条第１項）。これらの手続は、被疑者を逮捕するに当たり、被

疑者に理由なく逮捕されるものではないことを保障するものであるから、逮捕状に示

される被疑事実の要旨や、逮捕時に告知される犯罪事実の要旨は、犯罪事実を特定し、

他の犯罪事実との識別が可能な程度に具体的かつ明確に特定することが求められ、特

に犯罪事実の特定は、被疑者にとって十分なものであることが必要である。

他方、逮捕状に記載された被疑事実の要旨や逮捕時に告知される犯罪事実の要旨の

内容によっては、事件の被害者等が被疑者に知られたくない情報が被疑者に認識され

るおそれがある。そこで、恋愛感情等のもつれに起因する暴力的事案、性犯罪、組織

犯罪その他の再被害防止への配慮が必要とされる事案においては、逮捕状請求の段階

において、被疑事実の要旨の記載方法について、被疑者に知られるべきでないと思わ

れる被害者等に関する情報を記載しないこととするなどの配慮が必要である。

以上の趣旨に照らし、各都道府県警察にあっては、逮捕状請求書の被疑事実の要旨

の記載に当たり、犯罪事実を特定して他の犯罪事実との識別が可能であることが求め

られることを前提に、常に被害者保護の観点に思いを致し、下記のとおり再被害防止

に万全を期すこととされたい。

記

１ 被疑事実の要旨の記載について
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被疑事実の要旨の記載に当たっては、犯罪事実が特定され、他の犯罪事実との識

別が可能でなければならないことに十分留意しつつ、当該事案において、再被害防

止への配慮の必要性が高いかどうかを検討し、

① 被疑者に知られていない被害者の氏名ではなく、被疑者が了知している旧姓、

著名な芸能人や作家等の通称名等を用いること

② 被疑者に知られていない被害者等の住所、居所を記載しない、又は「○○県内

において」等の概括的な表記にとどめること

等、その表記方法について事案に応じて柔軟に検討すること。

２ 被害者等の意向への配慮について

被害者等が自己に関する情報について被疑者に知られたくない旨の意向を示した

場合には、上申書、供述調書、捜査報告書等において当該意向を記録化すること等

により、部内において確実に周知するとともに、検察官や裁判官に伝達するなどの

配慮をすること。
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